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「第９回 家計における金融資産選択等に関する調査（平成１６年度）」結果概要 

 
 日本郵政公社郵政総合研究所では、「第９回 家計における金融資産選択等に関する調査（平成１６年

度）」の結果概要をまとめました。 
 この調査は、世帯の貯蓄動向、資産選択行動等についてのアンケート調査で、金融商品の多様化や超

低金利の長期化、高齢化の一層の進展など、世帯を取り巻く環境が変化する中での、金融資産の保有・

選択の実態や遺産についての意識等を把握することを目的としています。 
 また、この調査の特徴は、遺産・相続に関する質問項目がある点であり、昭和６３年以降２年ごとに実施

しているものです。主な調査項目の結果は以下のとおりです。 
 
＜主な調査結果＞ 

 

１ 「１千万円未満なので特に何もしない」が７２．４％・・・ペイオフ解禁  

（平成１４年４月から定期性預金のペイオフが解禁され、平成１７年４月からは普通預金もペイオフの 

対象となる予定） 

① 平成１４年４月から始まったペイオフ解禁（定期性預金）は、「知っている」と回答した世帯は 

７０．６％で前回調査（２００２．１１．１４～２００２．１２．２３）の７９．９％より９．３ポイント減、 

「知らない」と回答した世帯は２９．４％で前回調査の１９．６％より９．８ポイント増であった。 

→添付資料P．６ 図表９ 

② １７年４月からの普通預金のペイオフ解禁で預け替え等を行う予定は、「預金総額が１人あたり 

１千万円未満なので特に何もしない」が最も高く７２．４％であった。 →添付資料P．８ 図表１２ 

 

２ 「知っている」と回答した世帯は６３．１％・・・投資信託  

① 投資信託を「知っている」と回答した世帯は６３．１％であり、「知らない」と回答した世帯の３６．７ 

を大きく上回った。 →添付資料P．１１ 図表１８

② 認知している投資信託の取扱金融機関は「証券会社（７０．５％）」、次いで「都市銀行 

（４５．９％）」であった。 →添付資料P．１１ 図表１９ 

 

３ 子供に遺産を残したい世帯は６６．９％・・・遺産相続  

① 子供に遺産を残す意向は、「残したい（６６．９％）」が前回調査（５６．６％）に比べ１０．３ポイント大

幅に増加しており、「残さない（３１．７％）」は前回調査（４２．６％）に比べ１０．９ポイント減であった。

「残したい」は「残さない」を大きく上回った。 →添付資料P．１３ 図表２１



② 残したい遺産金額階級別にみると「１，０００万円以上２，０００万円未満」が最も高く２９．０％で 

あり、前回調査の２７．１％に比べ１．９ポイント増であった。一方、５，０００万円以上の階級では 

軒並み前回より減少した。 →添付資料P．１３ 図表２２ 

③ 子供に遺産を残さない理由は「遺産を残すだけの余裕はないと思うから」が最も高く７９．９％で 

あり、前回調査の８３．７％を３．８ポイント減であった。一方、「自分の資産は生きているうちに自分

で使いたい」と回答した世帯は１７．５％で前回調査の１４．０％より３．５ポイント増加していた。 

   →添付資料P．１４ 図表２３ 

 

４ 勤務先が導入しているから５３．４％・・・確定拠出年金  

① 確定拠出年金を「知っている」と回答した世帯は２７．６％で前回調査の１８．８％を８．８ポイント 

上回っていた。 →添付資料P．９ 図表１４

② 確定拠出年金の加入理由は「勤務先がこの確定拠出年金の制度を導入しているから（企業型に 

限る）」が最も高く５３．４％であった。 →添付資料P．１０ 図表１６

 
＜定例調査項目＞ 

 

５ 金融資産の保有状況等について  

① 貯蓄保有世帯（全世帯）の平均貯蓄総額は１，２２８万円であり、前回調査の１，１８１万円より 

４７万円増であった。 →添付資料P．１ 図表１、１－１

② 貯蓄の目的は「病気や災害等の不時の出費」が７４．６％で前回調査の６６．６％より８．０ポイ

ント増であった。また「老後の生活に備えるため」の割合が６２．０％で前回調査の４９．４％より 

１２．６ポイント大幅に増加していた。将来に対する不安が高まっているのではないかと思われ

る。 →添付資料P．２、３ 図表３、４、４－１ 

 

６ 借入保有状況について  

① 借り入れをしている世帯の割合は約４割（３６．２％）で前回調査の３５．３％より０．９ポイント 

増であった。 →添付資料P．４ 図表５ 

   ② 借入の目的は「マイホームまたは土地の取得、増改築などのため」と回答した世帯が７８．０％ 

     であり、前回調査の６６．５％より１１．５ポイント増であった。 これは住宅取得促進税制や住宅

ローン減税制度等措置の政策的影響がみられたのではないかと思われる。  

→添付資料P．４ 図表６ 

 

７ 老後の生活について  

① 老後の生活費を賄う最も重要な収入源を「公的年金」と回答した世帯は、公的年金未受給者 

世帯で５２．７％であり、前回調査の５１．０％より１．７ポイント増であった。また、既受給者世帯は

６６．８％であり前回調査の７０．８％より４．０ポイント減であった。 



一方、既受給者世帯では「給与収入」と回答した世帯が１４．４％で前回調査の９．９％より 

４．５ポイント上昇した。  →添付資料P．５ 図表７

② 公的年金を受給している世帯は、平均で生活費の８．４割を公的年金で賄っている。これは前回

調査と同じ割合であった。  →添付資料P．６ 図表８ 

 

８ 不動産保有状況について  

① 住居が持ち家（一戸建て、マンション）である世帯の割合は約７割（６８．５％）で前回調査の 

６１．８％より６．７ポイント増であった。 →添付資料P．１５ 図表２４

② 今後自宅取得を予定している世帯は約２割（２０．４％）で前回調査の１９．３％より１．１ポイント 

増であった。  →添付資料P．１５ 図表２５

 
＜調査の概要＞ 
 
１ 調査対象、調査地域及び標本数 （１）世帯人員２人以上の普通世帯  全国 ６，０００世帯 

（２）単身の普通世帯           全国 ２，０００世帯 

２ 標本抽出方法 層化二段無作為抽出法 

３ 調査方法 訪問留置法（＊一部地域は郵送法） 

４ 調査時期 平成 16（2004）年 10 月 13 日～平成 16（2004）年 11 月 22 日

５ 調査項目 （１） 貯蓄の目的 

（２） ペイオフ解禁について 

（３） 投資信託について 

（４） 確定拠出年金について 

（５） 金融資産の保有状況について 

（６） 借入保有状況について 

（７） 老後の生活について 

（８） 遺産相続について 

（９） 不動産保有状況について 

６ 回収数（回収率） ４，９１４（６１．４％） 

世帯人員２人以上の普通世帯 ３，７５３（６２．６％） 

単身の普通世帯          １，１６１（５８．１％） 

７ 調査実施機関 株式会社 日本リサーチセンター 

（報道機関の方のお問合せ先） 

 広報部問広報部（報道担当） 

 電話： （代表）０３（３５０４）４４１１   （直通）０３（３５０４）４１６２ 

      （ＦＡＸ）０３（３５０４）０２６５ 

（お客さまからのお問合せ先) 

郵政総合研究所 プロジェクト研究部 （担当：梶村部長、加藤） 

電話：（直通）０３（３５０４）９７１１   FAX：０３（３５０４）９５９４ 

 
 

 
 
 
 
 
 



 

第９回「家計における金融資産選択等に関する調査」結果概要 

 

 平成 16 年（2004 年）10 月に実施した第９回「家計における金融資産選択等に関する調査」の結

果概要は以下のとおりです。 

 

１ 貯蓄総額 

 

 貯蓄保有世帯（全世帯）の平均貯蓄総額（預貯金・金融商品の保有額）は 1,228 万円（中央値は

630 万円）となっている。これは前回調査（平均貯蓄総額：1,181 万円、中央値：580 万円）に比べ

それぞれ 47 万円、50 万円増加している。                               

 

図表１　　　貯蓄総額の分布　　　　　                     　(N=3838)
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図表１－１　　　貯蓄総額の分布(前回調査）                   　(N=4441)
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また、世帯主の年齢階級別では 60 歳代の平均貯蓄総額が最も多く 1,862 万円となっており、前

回

 目的別貯蓄保有状況

調査（1,675 万円）に比べ 187 万円増加している。また、70 歳代では中央値が前回調査（950 万

円）に比べ 50 万円減少している。 

図表２　　　貯蓄総額の平均値と中央値（世帯主年齢階級別）
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２

 
 貯蓄の目的についてたずねたところ、「病気、災害、その他不時の出費に備えるため」と回答し

た世帯の割合が 74.6％で最も多く、前回調査（66.6％）に比べ 8.0 ポイント増加している。次いで、

「老後の生活に備えるため」が 62.0％であり、前回調査（49.4％）に比べ 12.6 ポイント増加して

いる。また、「特に目的はないが貯蓄をしていれば安心だから」が 53.3％（前回調査：47.6％）と

なっている。 

図表３　　目的別貯蓄保有状況（複数回答）
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これを世帯主年齢階級別にみると、30 歳代以上では「病気、災害、その他不時の出費に備えるた

め」の割合が最も高くなっている。 

 
図表４　　目的別貯蓄保有状況（世帯年齢階級別）（複数回答）

14.9

56.3 55.4

10.8

44.4

66.1

72.0

22.3

31.8

22.8

37.3

27.3

41.8

84.483.5
77.6

75.9

62.6

32.5

80.0

81.3
72.3

56.5

53.3

51.052.6

47.3

7.7

24.9

6.7

23.5

7.4

28.0

63.8

55.0

16.7

20.6

33.8

23.0
27.7

25.7

19.8

33.6

18.0

15.6

8.9

33.8 29.6
30.5

34.6

27.425.930.4

42.4

18.0
13.4

6.6
3.33.7

18.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

２０歳代
(N=349)

３０歳代
(N=757)

４０歳代
(N=939)

５０歳代
(N=1134)

６０歳代
(N=1029)

７０歳以上
(N=706)

世帯主年齢階層

世
帯
割
合

（
％

）

病気・災害等
に備えて

老後の生活に
備えて

特に目的はな
い

要介護に備え
て

子供の教育
費のため

自宅の取得・
増改築のため

結婚資金のた
め

耐久消費財
の購入

レジャーのた
め

遺産として残
すため

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表４－１　　目的別貯蓄保有状況（世帯主年齢階級別）（複数回答）
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３ 負債の状況 
 
 借入金がある世帯（全世帯）の割合は 36.2％（前回調査：35.3％）であった。世帯主の年齢別に

みると、30 歳代から 50 歳代の世帯の４割以上、特に 40 歳代は約６割が借入れをしており、他の年

齢階級に比べて高い割合となっている。 

図表５　　　借入金保有状況（世帯主年齢階級別）
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借入の目的は「マイホームの取得・増改築のため」の割合が最も高く、借入金がある世帯のうち

の 78.0％（前回調査：66.5％）であった。 

 

図表６　　目的別借入金保有状況（複数回答）
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４ 老後の収入源 

の生活費を賄う最も重要な収入源としては、世帯主がまだ公的年金を受給していない世帯

（

 

また、公的年金で老後の生活費を何割程度賄えると考えているか（賄っているか）をたずねたと

ろ、未受給者世帯の回答の平均は 6.7 割（前回調査：6.7 割）であったのに対して、既受給者世

帯

  

老後

以下「未受給世帯」という）、世帯主が既に公的年金を受給している世帯（以下「既受給世帯」

という）ともに「公的年金」をあげる割合が際立って高かった。その割合は、未受給世帯では 52.7％

（前回調査：51.0％）であるのに対して、既受給世帯では 66.8％（前回調査：70.8％）となってい

る。また、既受給者世帯が収入源としている「給与収入」が 14.4％であり、前回調査（9.9％）と

比べ 4.5 ポイント上昇している。 
 

図表７　　老後の収入源（公的年金受給状況別）
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こ

の回答の平均は 8.4 割（前回調査：8.4 割）となった。特に、既受給世帯のおよそ半数が公的年

金で生活費を十分賄えていると回答している。 
 
 
 
 
 
 



 

 ペイオフ解禁の認知状況

 
５  

平成 14 年 4 月に始まった定期性預金のペイオフ解禁について、その認知をたずねたところ、「知

 

 

 

っている」とした世帯が 70.6％（前回調査：79.9％）で「知らない」とした世帯が 29.4％（前回

調査：19.6％）を大きく上回っている。 
 

図表８　　公的年金で生活費を賄える割合（公的年金受給状況別）
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図表９　　　定期性預金のペイオフ解禁認知状況
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 定期性預金のペイオフ解禁を「知っている」と回答した世帯にペイオフ解禁で行ったことをたず

 
また、「別の金融機関にすべて預け替えた」、「１金融機関につき１人あたり１千万円を超えない

ねたところ、「預金総額が１千万円未満なので特になにもしなかった」と答えた世帯が 75.8％であ

った。 

図表１０　　定期性預金のペイオフ解禁で行ったこと（複数回答）
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その他

0

 

よう、預金の預入先を分散した」と回答した世帯に、この定期性預金のペイオフ解禁での預金の預

け替え先・分散先をたずねたところ、「郵便局」と回答した世帯が 68.9％、次に「地方銀行・第二

地方銀行」と回答した世帯が 46.1％、「都市銀行」と回答した世帯が 33.0％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表１１　定期性預金のペイオフ解禁での預金の預け替え先・分散先
（複数回答）
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平成 17 年 4 月から予定されている普通預金のペイオフ解禁に対してどのようなことを行いたい

か

 
また、「別の金融機関にすべて預け替える」、「１金融機関につき１人当たり１千万円を超えない

よ

 

たずねたところ、「預金総額が１人あたり１千万円未満なので特に何もしない」と回答した世帯

が 72.4％と大半を占めていた。 

図表１２　　普通預金のﾍﾟｲｵﾌ解禁で行う予定項目（複数回答）            (N=4914)
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う、預金の預入先を分散する」と回答した世帯に、この普通預金のペイオフ解禁に対して予定す

る預金の預け替え先・分散先をたずねたところ、「郵便局」と回答した世帯が 67.1％、「地方銀行・

第二地方銀行」と回答した世帯が 43.0％、「都市銀行」と回答した世帯が 41.5％であった。 

図表１３　　普通預金のﾍﾟｲｵﾌ解禁での予定する預金の預け替え先・分散先
（複数回答）      (N=735)
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６ 確定拠出年金の認知状況 

定拠出年金制度について、その認知をたずねたところ、「知ってい

」とした世帯（「加入している」と「知っているが加入していない」を合わせた割合）は 27.6％

 
、地方銀

・第二地方銀行（11.0％）、確定拠出年金専業会社（10.5％）などとなっている。 

 

 

 

 平成 13 年 10 月に始まった確

る

（前回調査：18.8％）、「知らない」とした世帯の 72.3％（前回調査：80.0％）であり、認知度は上

がっているがその割合は低い。（なお、今回調査の「知っている」と回答した割合は「加入してい

る」と「知っているが加入していない」と回答した世帯を合わせたものである） 

図表１４　　確定拠出年金の認知について
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保険会社 確定拠出年金専業会社

その他 不明

図表１５　　加入申し込みした金融機関



加入理由を聞いたところ、「勤務先がこの確定拠出年金の制度を導入しているから（企業型に限

）」と答えた世帯が 53.4％、「国民年金や厚生年金の受給額の補填のため」と答えた世帯が 39.8％

で

 
以上

世帯で「知っている」と回答した世帯（ している」と「知っているが加入していない」を

合

る

あり、他の理由を大きく上回っている。 

図表１６　　加入理由（複数回答）                 (N=191)

39.8

2.1

15.7

6.3

53.4

0.5

10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

国民年金・厚生年金の受給額の補填

転職先でも移せるため

自ら運用できるため

税制上の優遇処置のため

勤務先が導入しているため

その他

世帯割合（％）

0.0

また、確定拠出年金制度の認知について、世帯の貯蓄総額別にみると、貯蓄総額 5,000 万円

の 「加入

わせた割合）の割合が最も高く 55.2％に達し、前回調査（36.1％）に比べ大幅に認知度が上昇し

ている。また、前回調査と同様、貯蓄総額が多くなるにつれて「知っている」とする割合が高くな

っている。 

図表１７　　確定拠 貯蓄総額別）
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７ 投資信託の認知状況 

投資信託の認知及び購入の有無をたずねたところ、「知っている」と回答した世帯（「購入したこ

 
また、「知っている」と回答した世帯（「購入したことがある」と「知っているが購入したことが

 

 

 

とがある」と「知っているが購入したことがない」を合わせた割合）の割合が約 6割（63.1％）で

あり、「知らない」と回答した世帯（36.7％）を大きく上回っている。 

図表１８　　　投資信託の認知及び購入の有無
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ない」を合わせた割合）に認知している投資信託の取扱金融機関をたずねたところ、７割以上の世

帯（70.5％）が「証券会社」と回答しており、次いで「都市銀行」（45.9％）、「投資信託会社」（45.1％）

と回答している。 

図表１９　　認知している投資信託取扱金融機関（複数回答）　　　(N=1924)
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投資信託を購入したいかについて世帯の貯蓄総額別にみると、「購入したくない」と回答し

た

今後

世帯は、貯蓄総額が 200 万円未満、5000 万円以上の階級を除く全ての階級で 5割以上を占めてい

る。一方、貯蓄総額が 1,500 万円以上の世帯は 1,500 万円未満の世帯に比べ「購入したい」とする

割合が高い。 

図表２０　　今後の購入意向（貯蓄総額別）
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８ 遺産に対する考え方 

供に遺産を残す意向をたずねたところ、「子供に遺産を残したい」（66.9％）と回答した世帯は

 
子供に遺産を残す意向がある世帯に子供に残したい遺産の金額についてたずねたところ、金額に

 

 

 子

は前回調査（56.6％）に比べ 10.3 ポイント上昇しており、子供に資産を残したい、と考えている

世帯が増加している。 

図表２１　　　子供に遺産を残す意向
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記入があった世帯では「1,000 万円以上 2,000 万円未満」と回答した世帯が 29.0％であり、他の回

答を上回っており、その割合は前回調査（27.1％）と比べても増加している。 

図表２２　　子供に残したい遺産金額
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 また、子供に遺産を残す意向がない世帯に、子供に遺産を残さない理由についてたずねたところ、

 

「遺産を残すだけの余裕はないと思うから」と回答した世帯が約８割（79.9％）となり、他の回答

を大きく上回った。しかし、「自分の資産は生きているうちに自分で使いたい」と回答した世帯は

17.5％であり、前回調査（14.0％）に比べ増加している。 

図表２３　　子供に遺産を残さない理由
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９ 不動産の保有状況 

住居が持ち家（一戸建て、マンション）である世帯の割合は約７割（68.5％）であり、前回調査

し

て

 
 

（61.8％）を上回っている。また、世帯の年齢が高くなるほど持ち家に居住している割合は高くな

り、30 歳代（42.0％）から 40 歳代（70.2％）の世帯でその割合が大きく伸び、60 歳代及び 70 歳

代の世帯では 80％を超えている。 

持ち家に居住していない世帯に、今後の自宅取得の予定をたずねたところ、「１年以内に予定

いる」とした世帯（2.5％）、「５年以内に予定している」した世帯（3.9％）、「時期ははっきりし

ないが予定している」とした世帯（14.0％）を合わせて約２割（20.4％）となり、前回調査（19.3％）

をわずかに上回っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表２４　　持ち家の居住状況（世帯主年齢階級別）
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図表２５　　今後の自宅取得予定
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